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r7物価_3_2 r7物価_3_1

260,719                      260,719                                         

179,235                      -                                                  

12,467                        69,060                                           

-                               -                                                  

110,175                                         

-                                                  

-                               16,770                                           

-                               196,005                                         error

16,770                        -                                                  

1,704                          5,785                                             

-                               -                                                  事業数 29 基金事業数 0 R6補正_推奨 -                   

6,682                                             最終事業NO 32 R6補正_低 221,005          

260,719                      1,704                                             
”交付金が活用されてい

る旨の明記のみの変更”

を除いた数
9 R7予備_推奨 -                   

179,235                      "うち交付対象経費のみの

変更"を除いた変更事業数 9 R7補正_特別加
算以外 198,482          

16,770                        　（うち給付金事業数） 1

14,171                        -                                                  

-                               -                                                  

470,895                      -                                                  

-                                                  

-                               -                     470,895                                         -                              

総務省

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支援
枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支援
枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

総事業費に係る
事務費

合計  1,409,128  1,157,633  260,719  196,005  25,000  -  42,427  633,482 251,495 

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3万円）
＋こども加算（2万円）

＋不足額給付
（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○ 物価高騰対応臨時給付金 Ⅱ．物価高の克服 ○ －  221,005  221,005  -  196,005  25,000  -  -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　12,780世帯×30千円、子ど
も加算　954人×20千円、、定額減税を補足する給付（うち不足額給
付）の対象者　11,946人　(223,700千円）　　のうちR7計画分
事務費　25,000千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（12,780世帯）、定額減税を補
足する給付（うち不足額給付）の対象者数（11,946人）

－ ○ － R7.2 R7.12 対象世帯に対して令和7年8月までに支給を開
始する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

ホームページ、広報誌 R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  -

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の給付
費

（家計急変への横出し等・R6補正）
3  -  -

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  -

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する特別加算

（市区町村のみ記載）
5 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○

食料品等価格高騰緊急支援給
付金事業

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

○
①食料品の物
価高騰に対す
る特別加算

 435,000  435,000  435,000  70,000

①食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、負担を軽減するた
めに必要な支援として市民1人当たり5千円を給付する。
※国による特定公的給付への包括指定が予定されており、早急な
支援が可能であることから現金給付とする
②市民への給付金及び事務費

－ ○ － R8.1 R8.3 R8.3
対象である約73,000人に対して令和8年3月ま
でに支給を開始する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

市HP R7補正（地）

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している場合は、１

つをNo.５に記入の上それ以外はNo.６以降に記入しL列で当該推奨

事業メニューを選択してください。

都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、NO.6以降に記

入しL列で当該推奨事業メニューを選択してください。

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
プレミアム付建設券発行支援事
業（R6国の補正予算分）

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

 65,000  65,000  65,000

①資材費の高騰などにより影響を受けている市民への支援と、経
済対策として、岩見沢プレミアム建設券事業実行委員会が発行す
るプレミアム建設券の発行を援助する。
②プレミアム付建設券の発行を支援補助
（プレミアム率15％のうち12％分を市補助、3％は実行委員会負担）
③プレミアム分補助金　540,000千円×12％＝64,800千円
　事務費　200千円
④市民

－ － － R7.4 R8.3
プレミアム建設券のプレミアム率12％相当の
経済的支援を行う。
建設券に伴う経済波及効果：21.6億円

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

・使用期限を設定
・使用分に係る経費のみ事業実行委員会へ支援するス
キームとしている。

市HP R7当初（地）

7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校給食共同調理所運営事業
（当初分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 57,591  57,591  57,591

①食材等の価格高騰の影響による賄材料費の増高について、コロ
ナ禍における保護者負担を据え置いた上で、学校給食の質を維持
するため、給食費増高額について支援を行う。（教職員分は除く）
②賄材料費（給食費増高保護者負担分）
③
小学校　単価増58円×579,942食＝33,637千円
中学校　単価増70円×342,200食＝23,954千円
④市内小中学生の保護者

－ － － R7.4 R8.3
市内小中学校の児童・生徒約5,000人に対し、
給食費増高分の支援を行うことで物価高騰の
影響を受けている家計を支援する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 給食 市HP R7当初（地）

8 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校給食共同調理所運営事業
（補正予算分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 10,000  10,000  10,000

①食材等の価格高騰の影響による賄材料費の増高について、コロ
ナ禍における保護者負担を据え置いた上で、学校給食の質を維持
するため、給食費増高額について支援を行う。（教職員分は除く）
②賄材料費（給食費増高保護者負担分）
③
小学校　単価増20円×579,942食×1/2（半年分）＝5,799千円
中学校　単価増25円×342,200食×1/2（半年分）＝4,277千円
端数調整▲76
④市内小中学生の保護者

－ － － R7.4 R8.3
市内小中学校の児童・生徒約5,000人に対し、
給食費増高分の支援を行うことで物価高騰の
影響を受けている家計を支援する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 給食 市HP R7補正（地）

9 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
原油価格等高騰対応臨時給付
金事業（市独自支援・給付費及
び事務費）

Ⅱ．物価高の克服 ○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世
帯支援

 115,000  115,000  115,000

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③
令和7年度住民税均等割非課税世帯　11,000世帯×10千円＝
110,000千円
事務費　5,000千円（時間外手当　500千円、消耗品費　3,000千円、
役務費1,500千円）
④低所得世帯等の給付対象世帯数（13,000世帯）

－ ○ － R7.4 R8.3
対象世帯である約11,000世帯に対して令和8
年3月までに支給を開始する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

10 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
バス路線維持支援事業（公共交
通事業者：R6国の補正予算分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

 8,000  8,000  8,000

①急激な原油価格の高騰に伴い大きな影響を受けている、市内に
営業所を有する乗合バス事業者に対し、支援を実施する。
②支援金
③支援金
　公共交通事業者　8，000千円
④公共交通事業者（バス）

－ － － R7.4 R8.3
補助件数　1件
・市内に営業所を有する乗合バス事業者1者

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
運輸交通・物流・観
光事業者

市HP R7当初（地）

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
バス路線維持支援事業（地域コ
ミュニティバス運行事業者：R6国
の補正予算分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

 500  500  500

①急激な原油価格の高騰に伴い大きな影響を受けている、市内地
域コミュニティバスの運行事業者に対し、支援を実施する。
②支援金
③支援金
　地域コミュニティバス運行事業者　500千円
④地域コミュニティバス運行事業者

－ － － R7.4 R8.3
補助件数　1件
・地域コミュニティバス運行事業者1者

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
運輸交通・物流・観
光事業者

市HP R7当初（地）

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
小規模事業者等経営サポート事
業（R6国の補正予算分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

 15,000  1,000  1,000  14,000

①エネルギー価格高騰の影響を受ける事業者に対する支援を行
う。
②給付金
③
【道路貨物運送業及び道路旅客運送業】
　・　 ～10台　200千円×36事業者×1/2（半年分）＝3,600千円
　・11～40台　500千円×29事業者×1/2（半年分）＝7,250千円
　・41台以上　1,000千円×3事業者×1/2（半年分）＝1,500千円
【クリーニング業（取次店を除く）】
　・200千円×7事業者×1/2（半年分）＝700千円
【浴場業】
　・200千円×4事業者×1/2（半年分）＝400千円
【その他物価高騰の影響を受けている事業者】
　・200千円×15事業者×1/2（半年分）＝1,500千円
事務費　50千円（消耗品費　45千円、手数料　5千円）
④市内小規模事業者等

－ － － R7.4 R8.3 補助件数94事業者 ② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

市HP R7補正（地）

13 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰対応臨時給付金（事務
費）

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

 5,000  1,128  1,128  3,872

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　12654世帯×30千円、子ど
も加算　933人×20千円、定額減税を補足する給付（うち不足額給
付）の対象者　14000人　(255000千円）　　のうちR7計画分
事務費　5000千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（12654世帯）、定額減税を補
足する給付（うち不足額給付）の対象者数（14000人）

－ － － R7.4 R7.12 対象世帯に対して令和7年8月までに支給を開
始する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

14 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
太陽光発電設備等導入補助金
（R6国の補正予算分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

④省エネ家電
等への買い換
え促進による
生活者支援

 3,750  500  500  3,250

①物価高の影響を受けている生活者を支援するため、住宅用太陽
光システム導入や蓄電池購入等に係る費用に対して支援を行う。
②補助金3,750千円
③
　・太陽光発電設備　150千円×20件＝3,000千円
　・太陽光発電設備＋蓄電池　75千円×8件＝600千円
　・定置型蓄電池　37.5千円×4件＝150千円
④市民

－ － － R7.4 R8.3

物価高の影響を受けている生活者に対して、
住宅用太陽光システムや蓄電池等の購入に
係る費用を補助することにより、エネルギー費
用負担の軽減を図る。
・補助件数　32件

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
省エネ家電買い替
え等

市HP R7当初（地）

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
保育所等物価高騰緊急支援事
業（R6国の補正予算分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

 1,700  500  500  1,200

①保護者負担を据え置いた上で、栄養バランスや量を保った給食
の実施が継続出来るよう、物価高騰等に直面する保護者の負担軽
減に向けた給食原材料等の経費を支援する。（教職員の給食費は
除く）
②補助金
③補助金
　　・2千円×1,700人（定員）×1/2（半年分）＝1,700千円
④市内保育事業所　22事業所

－ － － R7.4 R8.3
市内保育事業所所等22園に対し、給食費増高
分の支援を行うことで物価高騰等の影響を受
けている保育施設を支援する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・認
定こども園等

市HP R7補正（地）

16 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰農業経営緊急支援事
業（R6国の補正予算分）

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 12,000  500  500  11,500

①燃料価格、電気料金、肥料原料・配合飼料等の価格高騰により
影響を受けた農業者へ、経営面積に応じた支援金を給付する。
②支援金
③30千円×800戸×1/2（半年分）＝12,000千円
④JAいわみざわ→市内農業者

－ － － R7.4 R8.3
物価高騰により影響を受けた市内農業者800
件に対し支援する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
農林水産・食品分
野

市HP R7補正（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
不妊・不育症治療費助成事業
（R6国の補正予算分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 3,500  500  500  3,000

①物価高騰による子育て世帯の負担を軽減するため、不妊症治療
や不育症治療に係る費用を支援する。
②補助金
③7,000千円×1/2（半年分）＝3,500千円
④市民

－ － － R7.4 R8.3
物価高騰により影響を受けた子育て世帯に対
し支援する。
・補助件数　約100件

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

市HP R7当初（地）

18 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
子どもの医療費助成事業（R6国
の補正予算分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 94,000  500  500  93,500

①物価高騰による子育て世帯の負担を軽減するため、子どもの医
療費を支援する。
②医療費
③子どもの医療費188,000千円×1/2（半年分）＝94,000千円
④市内の子育て世帯

－ － － R7.4 R8.3
物価高騰により影響を受けた子育て世帯に対
し支援する。
・補助件数　約100,000件

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

市HP R7当初（地）

19 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
学校給食共同調理所運営事業
（R7予備費分）

米国関税措置 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 10,000  10,000  10,000

①食材等の価格高騰の影響による賄材料費の増高について、コロ
ナ禍における保護者負担を据え置いた上で、学校給食の質を維持
するため、給食費増高額について支援を行う。（教職員分は除く）
②賄材料費（給食費増高保護者負担分）
③
小学校　単価増20円×579,942食×1/2（半年分）＝5,799千円
中学校　単価増25円×342,200食×1/2（半年分）＝4,277千円
端数調整▲76
④市内小中学生の保護者

－ － － R7.4 R8.3
市内小中学校の児童・生徒約5,000人に対し、
給食費増高分の支援を行うことで物価高騰の
影響を受けている家計を支援する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 給食 市HP R7補正（地）

20 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
原油価格等高騰対応臨時給付
金事業（市独自支援・給付費）

米国関税措置 ○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世
帯支援

 25,000  25,000  25,000

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③
令和7年度住民税均等割非課税世帯　2,000世帯×10千円＝
20,000千円
事務費　5,000千円（時間外手当　500千円、消耗品費　3,000千円、
役務費1,500千円）
④低所得世帯等の給付対象世帯数（13,000世帯）

－ ○ － R7.4 R8.3
対象世帯である約2,000世帯に対して令和8年
3月までに支給を開始する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

21 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
バス路線維持支援事業（公共交
通事業者：R7予備費分）

米国関税措置 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

 1,000  1,000  1,000

①急激な原油価格の高騰に伴い大きな影響を受けている、市内に
営業所を有する乗合バス事業者に対し、支援を実施する。
②支援金
③支援金
　公共交通事業者　1,000千円
④公共交通事業者（バス）

－ － － R7.4 R8.3
補助件数　1件
・市内に営業所を有する乗合バス事業者1者

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
運輸交通・物流・観
光事業者

市HP R7当初（地）

22 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
バス路線維持支援事業（地域コ
ミュニティバス運行事業者：R7予
備費分）

米国関税措置 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

 500  500  500

①急激な原油価格の高騰に伴い大きな影響を受けている、市内地
域コミュニティバスの運行事業者に対し、支援を実施する。
②支援金
③支援金
　地域コミュニティバス運行事業者　500千円
④地域コミュニティバス運行事業者

－ － － R7.4 R8.3
補助件数　1件
・地域コミュニティバス運行事業者1者

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
運輸交通・物流・観
光事業者

市HP R7当初（地）

23 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
小規模事業者等経営サポート事
業（R7予備費分）

米国関税措置 ○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

 15,000  1,000  1,000  14,000

①エネルギー価格高騰の影響を受ける事業者に対する支援を行
う。
②給付金
③
【道路貨物運送業及び道路旅客運送業】
　・　 ～10台　200千円×36事業者×1/2（半年分）＝3,600千円
　・11～40台　500千円×29事業者×1/2（半年分）＝7,250千円
　・41台以上　1,000千円×3事業者×1/2（半年分）＝1,500千円
【クリーニング業（取次店を除く）】
　・200千円×7事業者×1/2（半年分）＝700千円
【浴場業】
　・200千円×4事業者×1/2（半年分）＝400千円
【その他物価高騰の影響を受けている事業者】
　・200千円×15事業者×1/2（半年分）＝1,500千円
事務費　50千円（消耗品費　45千円、手数料　5千円）
④市内小規模事業者等

－ － － R7.4 R8.3 補助件数94事業者 ② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

市HP R7補正（地）

24 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
太陽光発電設備等導入補助金
（R7予備費分）

米国関税措置 ○

④省エネ家電
等への買い換
え促進による
生活者支援

 900  900  900

①物価高の影響を受けている生活者を支援するため、住宅用太陽
光システム導入や蓄電池購入等に係る費用に対して支援を行う。
②補助金3,750千円
③
　・太陽光発電設備　150千円×5件＝750千円
　・太陽光発電設備＋蓄電池　75千円×1件＝75千円
　・定置型蓄電池　37.5千円×2件＝75千円
④市民

－ － － R7.4 R8.3

物価高の影響を受けている生活者に対して、
住宅用太陽光システムや蓄電池等の購入に
係る費用を補助することにより、エネルギー費
用負担の軽減を図る。
・補助件数　8件

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
省エネ家電買い替
え等

市HP R7補正（地）

25 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
保育所等物価高騰緊急支援事
業（R7予備費分）

米国関税措置 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

 1,700  1,000  1,000  700

①保護者負担を据え置いた上で、栄養バランスや量を保った給食
の実施が継続出来るよう、物価高騰等に直面する保護者の負担軽
減に向けた給食原材料等の経費を支援する。（教職員の給食費は
除く）
②補助金
③補助金
　　・2千円×1,700人（定員）×1/2（半年分）＝1,700千円
④市内保育事業所　22事業所

－ － － R7.4 R8.3
市内保育事業所所等22園に対し、給食費増高
分の支援を行うことで物価高騰等の影響を受
けている保育施設を支援する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・認
定こども園等

市HP R7補正（地）

26 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰農業経営緊急支援事
業（R7予備費分）

米国関税措置 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 12,000  1,027  1,027  10,973

①燃料価格、電気料金、肥料原料・配合飼料等の価格高騰により
影響を受けた農業者へ、経営面積に応じた支援金を給付する。
②支援金
③30千円×800戸×1/2（半年分）＝12,000千円
④JAいわみざわ→市内農業者

－ － － R7.4 R8.3
物価高騰により影響を受けた市内農業者800
件に対し支援する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
農林水産・食品分
野

市HP R7補正（地）

27 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
不妊・不育症治療費助成事業
（R7予備費分）

米国関税措置 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 3,500  1,000  1,000  2,500

①物価高騰による子育て世帯の負担を軽減するため、不妊症治療
や不育症治療に係る費用を支援する。
②補助金
③7,000千円×1/2（半年分）＝3,500千円
④市民

－ － － R7.4 R8.3
物価高騰により影響を受けた子育て世帯に対
し支援する。
・補助件数　約100件

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

市HP R7当初（地）

28 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
子どもの医療費助成事業（R7予
備費分）

米国関税措置 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 94,000  1,000  1,000  93,000

①物価高騰による子育て世帯の負担を軽減するため、子どもの医
療費を支援する。
②医療費
③子どもの医療費188,000千円×1/2（半年分）＝94,000千円
④市内の子育て世帯

－ － － R7.4 R8.3
物価高騰により影響を受けた子育て世帯に対
し支援する。
・補助件数　約100,000件

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

市HP R7当初（地）

29 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 水道料金負担軽減支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

○
④消費下支え
等を通じた生
活者支援

 170,000  170,000  170,000  700

①物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対する支援を目的
とした、水道料金（基本料金）の減免
②繰出金（水道料金基本料減免相当）
③減免額169,300千円
　 事務費    　700千円
④市民、市内事業所（公的機関除く）

－ － － R8.1 R8.1 R8.3
全市民に対し、水道基本料金4か月分相当の
経済的支援を行う。
・世帯数　約40,000世帯

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

市HP R7補正（地）

30 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
バス路線維持支援事業（公共交
通事業者）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

○

⑩地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

 1,000  1,000  1,000

①急激な原油価格の高騰に伴い大きな影響を受けている、市内に
営業所を有する乗合バス事業者に対し、支援を実施する。
②支援金
③支援金
　公共交通事業者　1,000千円
④公共交通事業者（バス）

－ － － R8.3 R8.3 R8.3
補助件数　1件
・市内に営業所を有する乗合バス事業者1者

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
運輸交通・物流・観
光事業者

市HP R7補正（地）

31 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
バス路線維持支援事業（地域コ
ミュニティバス運行事業者）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

○

⑩地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

 1,000  1,000  1,000  -

①急激な原油価格の高騰に伴い大きな影響を受けている、市内地
域コミュニティバスの運行事業者に対し、支援を実施する。
②支援金
③支援金
　地域コミュニティバス運行事業者　1,000千円
④地域コミュニティバス運行事業者

－ － － R8.3 R8.3 R8.3
補助件数　1件
・地域コミュニティバス運行事業者1者

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
運輸交通・物流・観
光事業者

市HP R7補正（地）

32 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
公共施設管理体制持続化給付
金事業

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

○

⑨中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

 26,482  26,482  26,482  482

①施設の適正な維持管理を目的とし、物価の高騰による影響をう
けている事業者の支援を目的とした給付を実施する。
②給付金
③総務関連施設　400千円
　 民生関連施設　5,000千円
　 農業関連施設　600千円
　 商工関連施設　3,000千円
　 土木関連施設　9,000千円
　 教育関連施設　8,000千円
   事務費482千円（時間外手当240千円　需用費242千円）
④指定管理者（中小企業に限る）

－ － － R8.3 R8.3 R8.3

物価高騰により影響を受けた市内施設の内、
特に影響の大きい施設について合計30,000千
円の定額給付を行うことで、施設の適正な管
理体制を維持し、事業者を支援する。
補助件数　100件

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連し
ない

市HP R7補正（地）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費に
臨時交付金を
充当していな

い

枠

企画財政部財政課担当部局課名 260,719                                                    

01210

【01_北海道】

01210_北海道岩見沢市

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

0126-23-4111（内線3224）

地
方
単
独
事
業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果が
あると判断する地方単独事業」を選択し
た場合の、より効果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係
総事業費

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年12月２日通知分）

-                               

エラー（交付対象経費
<既配分額）

エラー（交付
限度額<既配

分額）

42,427                       

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR6補正等分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額②

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年12月２日通知分）担当者氏名 国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費
196,005                                                    

エラー（交付
限度額記載不

備）

都道府県区分

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

42,427                       

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

エラー（既配
分額記載不

備）

エラー（自治体
名記載不備）

エラー（担当
者・連絡先記載

不備）

-                               

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分） 42,427                                                    

小計　交付限度額（R7予備費分） 42,427                                                    

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥　（令和7年12月１６日通知分） 1,033,482                                                

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分） 299,852                                                   

小計　交付限度額（R7経済対策分） 1,033,482                                                

配分予定額計
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

小計　配分予定額計
（R7経済対策分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも関連す

る場合は、M～O列に追加で選択してください。

【調整後】今回配分予定額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

配分予定額計

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

配分予定額計
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

小計　配分予定額計
（R7予備費分）

※記載は不要

備考5

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費

R7経済対策等にかかる本省繰越希望額記載欄
【調整後】本省繰越希望額

（R7補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑥に係る希望額）
（交付限度額⑥を上限とする）

400,000                                          

※【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R7補正）交付限度額⑥

※【調整前】本省繰越額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑥

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用） -                                                            

400,000                                                   

633,482                                                   

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額
※事務連絡は該当団体のみに通知 -                                                            

交付限度額計 1,546,804                                                

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

633,482                      

633,482                      

小計　交付限度額（R6経済対策分）

14,171                                           

Ｃ

エラー（効果
直接選択漏
れ）

エラー（枠選
択漏れ）

自治体利用欄自治体での予算区分 自治体利用欄
エラー（予算
年度選択漏
れ）

国の重点支援地方交付金が活用されている旨の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ 【R7補正のみ】

備考2
「農林水産・食品分
野」「中小企業・小規
模事業者の賃上げ環境
整備」における細分化

項目

国
の
予
算
年
度

（単位：千円）

25,000                                                      

zaisei@city.iwamizawa.lg.jp

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

42,427                       
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

42,427                                                      

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年度既配分額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

令和７年度既配分額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

特定事業者等支
援

個人を対象とし
た給付金等

　

【
Ｒ
６
経
済
対
策
等

】
差
押
禁
止
法
の
対
象
範
囲
　
※

事

務

連

絡

参

照

-                                                             

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

都道府県・市町村コード（５桁）

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費 633,482                                                    

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

Ｎｏ

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費

-                                                             

臨時の措置である
ことが分かる事業
名称としている

Ｂ
※参考

エラー（推奨 本
省繰越希望額

未入力）

                                              1,146,804

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等ふまえ

た対応について記載

小計　交付限度額④

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通知の発
出状況に定義されている対象分野)

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年12月通知分）

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期 事業終期 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

633,482                      

支援開始時期

国のR6補正等（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

小計　交付限度額③

エラー（臨時名称選択
漏れ）

エラー（事業名
称入力漏れ）

推奨事業メニューの本省繰越希望額の調整欄

移替先


